
· 住宅性能証明書発行申請書
· 増改築等工事証明書発行申請書
（東日本大震災の被災者が直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の特例用）
年　　　月　　　日
株式会社　東日本住宅評価センタ－　殿
申請者の住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　印
代理者の住所又は

主たる事務所の所在地

代理者の氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　印
東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律施行令第29条の２第６項、及び、第３項に規定するエネルギーの使用の合理化に著しく資する住宅用の家屋又は大規模な地震に対する安全性を有する住宅用の家屋として国土交通大臣が財務大臣と協議して定める基準への適合について証明書の発行を申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。
記
【家屋番号】

【家屋の所在地】

【家屋の名称】
【建て方】　　　　□　一戸建ての住宅　　　□　共同住宅等
【構造】　　　　　□　木造　　　　　　　　□　木造以外

【工事の種別】　　□　住宅の新築　　　　　□　新築住宅の取得 　　□　既存住宅の取得
· 増改築工事（　□　第１号～第７号　□　第８号　）
【家屋の面積】　　　　　　　　　㎡

【家屋の階数】　　地上　　　　　階　　地下　　　　　階
【住宅性能を証明する基準】
□　住宅用の家屋の新築をし、又は建築後使用されたことのない住宅用の家屋の取得をする場合

□　評価方法基準第５の５の５－１（３）の等級５以上の基準に適合し、かつ
　評価方法基準第５の５の５－２（３）の等級６以上の基準に適合する住宅用の家屋
□　評価方法基準第５の１の１－１（３）の等級２以上の基準に適合する住宅用の家屋

□　評価方法基準第５の１の１－３（３）の免震建築物の基準に適合する住宅用の家屋

□　評価方法基準第５の９の９－１（３）の等級３以上の基準に適合する住宅用の家屋

□　建築後使用されたことのある住宅用の家屋の取得をする場合、又は、住宅用の家屋について

増改築等をする場合

□　評価方法基準第５の５の５－１（４）の等級４以上の基準に適合する住宅用の家屋と同程度

　　にエネルギーの使用の合理化に著しく資する住宅用の家屋

□　評価方法基準第５の５の５－２（４）の等級４以上の基準に適合する住宅用の家屋と

同程度にエネルギーの使用の合理化に著しく資する住宅用の家屋

□　評価方法基準第５の１の１－１（４）の等級２以上の基準に適合する住宅用の家屋

□　評価方法基準第５の１の１－３（４）の免震建築物の基準に適合する住宅用の家屋

□　評価方法基準第５の９の９－１（４）の等級３以上の基準に適合する住宅用の家屋

	※受付欄
	※料金欄

	年　　月　　日
	

	第　　　　　　　　号
	

	申請受理者印
	


（注意）

１. 「申請者」の「住所」及び「氏名」の欄には、この証明書の交付を受けようとする者（特定受贈者）の「住所」及び「氏名」をこの証明書を作成する日の現況により記載して下さい。

２．依頼者の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略することができます。

３．代理者が存しない場合については、代理者の部分は空欄としてください。
４．住宅の【家屋番号】及び【家屋の所在地】の欄には、当該家屋の登記簿に記載された【家屋番号】及び【家屋の所在地】を記載して下さい。

　　なお、未定の場合は空欄とし、証明書の発行までに書面（家屋番号及び所在地通知書）にて、ご連絡下さい。
５．【住宅性能を証明する基準】の欄には、当該家屋が租税特別措置法施行令第４０条の４の２第８
項に定める基準であって当該欄に掲げる項目のいずれに適合するかに応じ相当する番号に[✓]し

て下さい。
６．「住宅性能証明書」を発行する為には、現場検査が必要になります。

　　検査希望日時を別途「検査申込書」に記載の上、申込み下さい。
　　
７．検査の項目は、【工事の種別】により異なります。下記を目安として下さい。
· 住宅の新築

図面審査：図面審査により、当該住宅が基準で定める性能を有していることを確認。

現場検査：建設住宅性能評価の実施方法に準じる方法で検査。

　　　　　ⅰ）省エネ性能　２回（下地張り直前工事の完了時、竣工時）

　　　　　ⅱ）耐震性能　　３回（基礎配筋工事の完了時、躯体工事完了時、竣工時）

　　　　　ⅲ）バリアフリー性　２回（下地張り直前工事の完了時、竣工時）

· 新築住宅の取得、及び、既存住宅

図面審査：①　建設住宅性能評価書（新築・既存【既存は取得の日から２年以内】）

　　　　　②　住宅金融支援機構によるフラット３５S

　　　　　③　設計図書等により、当該住宅が基準で定める性能を有していることを確認

現場検査：①　当該制度申請図面と現状建物の変更点の有無を確認

　　　　　②　当該制度申請図面と現状建物の変更点の有無を確認

　　　　　③　設計図書と現場の整合性、及び、劣化事象の有無を確認

　　　　　ⅰ）省エネ性能：小屋裏の点検口から断熱材の設置の確認。

　　　　　　　　　　　　　屋外に面したコンセント･スイッチボックス等より確認

　　　　　ⅱ）耐震性能　：目視又は計測により、劣化事象等が認められないことの確認

　　　　　ⅲ）バリアフリー性：目視又は計測により、手摺、廊下幅、階段寸法等を確認

様式：申請－3.3
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